
平成２７年度

栗 原 市 水 道 事 業 会 計 決 算 書



平成２７年度栗原市

収　　　　　入

　第 1 款　　水道事業収益

支　　　　　出

円

　第 1 款　　水道事業費用

予　　　　　算　　　　　額

　第 4 項　 予備費　

△ 41,095,000

△ 5,200,000

　第 3 項　 特別損失　

　第 1 項　 営業費用　

　第 2 項　 営業外費用　

△ 1,774,000

△ 46,697,000

△ 46,697,000

△ 33,828,000

区　　　　　分

予　　　　　算　　　　　額

予 備 費
支 出 額

円 円円

流　 用
増減額

地方公営企
業 法 第 ２ ４
条第３項の
規定による
支 出 額

（１）　収益的収入及び支出

補正予算額

区　　　　　分

△ 15,569,000

円 円

当初予算額 補正予算額

当初予算額

　第 3 項　　特別利益

　第 2 項　　営業外収益　

　第 1 項　　営業収益　

地方公営企業法第２４条第３項の
規定による支出額に係る財源充当
額

円

円
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平成２７年度栗原市

収　　　　　入

　第 1 款　　水道事業収益

支　　　　　出

円

　第 1 款　　水道事業費用

予　　　　　算　　　　　額

　第 4 項　 予備費　

△ 41,095,000

△ 5,200,000

　第 3 項　 特別損失　

　第 1 項　 営業費用　

　第 2 項　 営業外費用　

△ 1,774,000

△ 46,697,000

△ 46,697,000

△ 33,828,000

区　　　　　分

予　　　　　算　　　　　額

予 備 費
支 出 額

円 円円

流　 用
増減額

地方公営企
業 法 第 ２ ４
条第３項の
規定による
支 出 額

（１）　収益的収入及び支出

補正予算額

区　　　　　分

△ 15,569,000

円 円

当初予算額 補正予算額

当初予算額

　第 3 項　　特別利益

　第 2 項　　営業外収益　

　第 1 項　　営業収益　

地方公営企業法第２４条第３項の
規定による支出額に係る財源充当
額

円

円

水道事業決算報告書

円 円

円

△ 22,099,474

円

円

予　　　　　算　　　　　額

合　　　　　計

円

地方公営企業
法第２６条第２
項の規定による
繰 越 額

予　　　　　算　　　　　額

円

備　　考

合　　計

円

（うち仮払消費税
及び地方消費税
924,770円）

不　用　額

(うち仮払消費税
及び地方消費税
42,055,530円）

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△ 23,182,814

円

地方公営企
業法第２６条
第 ２ 項 の 規
定 に よ る
繰 越 額

決　算　額

小　　計

（うち仮受消費税及び地方消費税
86,871円）

決　算　額

（うち仮受消費税及び地方消費税220
円）

備　　　　　考

（うち仮受消費税及び地方消費税
106,170,938円）
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（２）　資本的収入及び支出

収　　　　　入

　第 1 款　資本的収入

支　　　　　出

　第 1 款　資本的支出

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額３８８，０３６，２４３円は、当年度分消費税及び

 ３８２，２２０，７５２円で補てんした。

区　　　　　分

予　　　　　算　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小    計

区　　　　　分
当初予算額

円

地方公営企業
法第２６条の規
定 に よ る 繰 越
額に係る財源
充 当 額

補正予算額

円

予　　　　　　　算　　　　　　　額

△ 2,261,000

△ 13,067,000

円円 円

流 用
増減額

地 方 公 営 企
業法第２６条
の規定による
繰 越 額

円円

△ 7,031,000

円

小　　　計

円

第 3 項　その他負担金　

第 2 項　出資金

第 1 項　加入金　

△ 56,122,000

△ 55,695,000

第 1 項　建設改良費　

第 2 項　企業債償還金　
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（２）　資本的収入及び支出

収　　　　　入

　第 1 款　資本的収入

支　　　　　出

　第 1 款　資本的支出

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額３８８，０３６，２４３円は、当年度分消費税及び

 ３８２，２２０，７５２円で補てんした。

区　　　　　分

予　　　　　算　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小    計

区　　　　　分
当初予算額

円

地方公営企業
法第２６条の規
定 に よ る 繰 越
額に係る財源
充 当 額

補正予算額

円

予　　　　　　　算　　　　　　　額

△ 2,261,000

△ 13,067,000

円円 円

流 用
増減額

地 方 公 営 企
業法第２６条
の規定による
繰 越 額

円円

△ 7,031,000

円

小　　　計

円

第 3 項　その他負担金　

第 2 項　出資金

第 1 項　加入金　

△ 56,122,000

△ 55,695,000

第 1 項　建設改良費　

第 2 項　企業債償還金　

　 　

　

地方消費税資本的収支調整額５，８１５，４９１円、過年度分損益勘定留保資金

（うち仮払消費税
及び地方消費税
8,957,440円）

合　　　計

合計

予　　　　　算　　　　　額

地方公営企業
法第２６条の規
定による繰越額

継続
費逓
次繰
越額

継 続 費
逓 次 繰
越 額

決　　算　　額

予　　　　　　　算　　　　　　　額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

円

円

不用額

△ 23,359,085

合　　計

備　　考

円円

△ 7,582,000

予算額に比べ決
算 額 の 増 減

円

△ 26,435,885

備　　考決　算　額

翌年度繰越額

円 円

（うち仮受消費税
及び地方消費税
1,201,200円）

円円円円
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円 円 円

△ 9,037,876

その他未処分利益剰余金変動額

そ の 他 特 別 利 益

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

臨 時 損 失

特 別 損 失

営 業 損 失

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

雑 収 益

雑 支 出

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

経 常 利 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 の 営 業 収 益

平成２７年度栗原市水道事業損益計算書
(平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで)

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

総 係 費

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

受 託 工 事 費

配 水 及 び 給 水 費
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平成２７年度栗原市水道事業剰余金計算書
　（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

（単位　円）

受像財産評価額 工事負担金 国県補助金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

当年度変動額

出資の受入

工事負担金の受入

除却損への補填

補助金の受入

欠損金への補てん

一般会計負担金の受入

加入金の受入

受贈財産の受入

当年度純利益

当年度末残高

（単位　円）

減債積立金 利益積立金 建設改良積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

当年度変動額

出資の受入

工事負担金の受入

除却損への補填

補助金の受入

欠損金への補てん

一般会計負担金の受入

加入金の受入

受贈財産の受入

当年度純利益

当年度末残高

平成２７年度栗原市水道事業剰余金処分計算書

（単位　円）

当年度末残高

（繰越利益剰余金）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

議会の議決による処分額

処分後残高

処分後残高

剰　余　金

資本合計利　益　剰　余　金

処分後残高

資本金

剰　余　金

資　本　剰　余　金
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１　固定資産

(１)　有形固定資産 円 円 円 円

イ 土地

ロ 立木

ハ 建物

減価償却累計額 △ 535,045,302

ニ 構築物

減価償却累計額 △ 6,187,798,671

ホ 機械及び装置

減価償却累計額 △ 2,975,158,313

ヘ 車両及び運搬具

減価償却累計額 △ 14,663,555

ト 工具器具及び備品

減価償却累計額 △ 89,192,739

チ 建設仮勘定

有形固定資産合計

(２)　無形固定資産

イ 施設利用権

ロ 電話加入権

ハ ダム使用権

無形固定資産合計

(３)　投資その他の資産

イ 保管有価証券

投資合計

固定資産合計

２　流動資産

(１)　現金預金

(２)　未収金

　　　貸倒引当金 △ 2,327,644

(3)　貯蔵品

(4)　前払金

流動資産合計

資産合計

平成２７年度栗原市水道事業貸借対照表
（平成 28 年 3 月 31 日）

資　産　の　部
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３　固定負債

(１)　企業債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

４　流動負債

(１)　企業債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計

(２)　未払金

(３)　前受金

(４)　引当金

イ 賞与等引当金

引当金合計

(５)　その他流動負債

流動負債合計

５　繰延収益

長期前受金

収益化累計額 △ 2,426,034,631

繰延収益合計

負債合計

６　資本金

７　剰余金

(１)　資本剰余金

イ 国庫補助金

資本剰余金合計

(２)　利益剰余金

イ 減債積立金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

負　債　の　部

資　本　の　部
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　　　　　平成２７年度栗原市水道事業報告書

１　概　　　　　　況 　

　（１）総　括　事　項

　①経　　　営

（ア）　給　水　状　況

（イ）　収益的収入・支出

（ウ）　資本的収入・支出

水道は、市民生活に直結したライフラインとして、公衆衛生の向上、各種産業文化の発
展基盤として欠くことのできない重要な基幹施設であり、常に施設の点検整備を行い、安
全、安心、安定供給に万全を期しているところであります。

平成２７年度は、総人口の減少を反映した給水人口の減少、家庭における節水意識の高
まり等により、年間配水量、年間有収水量ともに前年度に対し減少しました。
給水収益は、平成２７年度から平均改定率で ％の値上げとなる水道料金を改定した

ことにより増額となりました。
施設面では、現有施設の有効利用のための維持修繕を行ったほか、主要な建設改良事業

では、石綿セメント管等の老朽管更新事業など、将来にわたり安全、安心な水道水の安定
的な給水を確保するために必要な建設改良事業について、各地区で実施しました。

平成２７年度末の給水状況は、人口の減少や経済情勢の低迷等により給水人口は減少す

ることとなり、前年度に対し、年間配水量、年間有収水量ともに減少しましたが、給水収

益は平均改定率で ％の値上げとなる料金改定を行ったことから増額となりました。
給水人口 人（前年比 人減）、給水戸数 戸（前年比 戸増）、年間配水

量 ｍ３（前年比 ｍ３減）、年間有収水量 ｍ３（前年比 ｍ３

減）で、有収率は ％（前年比 ポイント増）となりました。

事業収益は 千円で、内訳は営業収益 千円（給水収益 千円、
その他営業収益 千円）、営業外収益 千円、特別利益 千円であります。

事業費用は 千円で、主な内訳は職員給与費 千円、浄水場管理等委託料
千円、動力費 千円、修繕費 千円、受水費 千円、減価償却費
千円、支払利息 千円、臨時損失 千円、災害による損失 千円と

なっています。

従って、当年度純利益は 千円となりました。

資本的収入は 千円で、その内訳は加入金 千円、他会計出資金 千円、
その他負担金 千円であります。

資本的支出は 千円で、内訳は建設改良費 千円、企業債償還金 千
円であります。
収入額が支出額に不足する額 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千円をもって補てんしました。
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　　　　　平成２７年度栗原市水道事業報告書

１　概　　　　　　況 　

　（１）総　括　事　項

　①経　　　営

（ア）　給　水　状　況

（イ）　収益的収入・支出

（ウ）　資本的収入・支出

水道は、市民生活に直結したライフラインとして、公衆衛生の向上、各種産業文化の発
展基盤として欠くことのできない重要な基幹施設であり、常に施設の点検整備を行い、安
全、安心、安定供給に万全を期しているところであります。
平成２７年度は、総人口の減少を反映した給水人口の減少、家庭における節水意識の高

まり等により、年間配水量、年間有収水量ともに前年度に対し減少しました。
給水収益は、平成２７年度から平均改定率で ％の値上げとなる水道料金を改定した

ことにより増額となりました。
施設面では、現有施設の有効利用のための維持修繕を行ったほか、主要な建設改良事業

では、石綿セメント管等の老朽管更新事業など、将来にわたり安全、安心な水道水の安定
的な給水を確保するために必要な建設改良事業について、各地区で実施しました。

平成２７年度末の給水状況は、人口の減少や経済情勢の低迷等により給水人口は減少す

ることとなり、前年度に対し、年間配水量、年間有収水量ともに減少しましたが、給水収

益は平均改定率で ％の値上げとなる料金改定を行ったことから増額となりました。
給水人口 人（前年比 人減）、給水戸数 戸（前年比 戸増）、年間配水

量 ｍ３（前年比 ｍ３減）、年間有収水量 ｍ３（前年比 ｍ３

減）で、有収率は ％（前年比 ポイント増）となりました。

事業収益は 千円で、内訳は営業収益 千円（給水収益 千円、
その他営業収益 千円）、営業外収益 千円、特別利益 千円であります。
事業費用は 千円で、主な内訳は職員給与費 千円、浄水場管理等委託料

千円、動力費 千円、修繕費 千円、受水費 千円、減価償却費
千円、支払利息 千円、臨時損失 千円、災害による損失 千円と

なっています。

従って、当年度純利益は 千円となりました。

資本的収入は 千円で、その内訳は加入金 千円、他会計出資金 千円、
その他負担金 千円であります。
資本的支出は 千円で、内訳は建設改良費 千円、企業債償還金 千

円であります。
収入額が支出額に不足する額 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千円をもって補てんしました。

（２）　議会議決事項

提出年月日 議決年月日

平 成 年 月 日 平 成 年 月 日

平 成 年 月 日 平成 年 月 日

平 成 年 月 日 平成 年 月 日

平 成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平成 年 月 日 平成 年 月 日

平 成 年 月 日 平成 年 月 日

平 成 年 月 日 平 成 年 月 日

（３）　行政官庁認可事項

申請先 認可（許可）年月日

平成２７年度栗原市水道事業会計補正予算（第１号）

平成２６年度栗原市水道事業会計決算認定について

申請年月日 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

承認第　11号
専決処分の承認を求めることについて（平成２６年度栗
原市水道事業会計補正予算(第４号））

議案第82号

議案番号 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

議案第113号 平成２７年度栗原市水道事業会計補正予算（第３号）

議案第 11号 平成２７年度栗原市水道事業会計補正予算（第４号）

報告第　 6号
平成２６年度栗原市水道事業会計予算繰越計算書に
ついて

認定第　11号

議案第99号 平成２７年度栗原市水道事業会計補正予算（第２号）

議案第　23号 平成２８年度栗原市水道事業会計予算

該当なし

－416－



（４）職員に関する事項

区分
職種

（５）料金に関する事項

水道料金の改定について

　平成２７年４月から料金改定に伴い、水道料金表を改定しました。

※料金改定による経過措置等

①平成２７年４月1日以前から引き続き水道を使用していた場合

　料金改定後、最初のメーター検針となる５月検針の４月・５月使用分のうち、５月使用分の７月請求から

新料金を適用しました。

②平成２７年４月1日以降新たに水道を使用した場合

　４月使用分の６月請求から新料金を適用しました。

計

係 長 △ 1

主 事

業 務 員

次 長 △ 1

課 長

課 長 補 佐

(単位　人）

本年度末 前年度末 比較増減 備　　　　　　　考

部 長

◇栗原市水道料金表（基本料金、従量料金） （単位：円、税込み）

水量区分

1～10 11～20 21～50 51～100 101～ 1,001～ 5,001～ 10,001～ 30,001～

メーター口径 基本料金 ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥

１３ｍｍ 1,877円 105円 246円 257円 270円 270円 270円 270円 270円 270円

２０ｍｍ 1,995円 105円 246円 257円 270円 270円 270円 270円 270円 270円

２５ｍｍ 3,755円 105円 246円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

３０ｍｍ 4,929円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

４０ｍｍ 7,393円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

５０ｍｍ 9,858円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

７５ｍｍ 19,716円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

１００ｍｍ 36,968円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

２００ｍｍ 73,936円 270円 270円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円

臨時用 ―

従量料金（１㎥につき）

551円
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（４）職員に関する事項
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２５ｍｍ 3,755円 105円 246円 270円 317円 351円 363円 281円 222円 169円
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551円

２　工    事

(１)建設改良工事の概況

事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

栗水上26-322（志）号
志波姫北郷荒町地区
配水管布設替補償工
事

配水管布設替工
施工延長　L=189.3m
3504・3505路線 PPφ50mm

3506路線　PPφ50mm　L=35.5m
3507路線  RR・VPφ75mm

3,906,360円 平成 年 月 日

栗水上26-323（志）号
国道４号築館バイパス
配水管布設替補償工
事
（国道３９８号）

配水管布設替工
施工延長　L=52.6m
国道３９８号　DIP-φ
150mm　L=52.6m

6,273,720円 平成 年 月 日

栗水上26-327（築）号
築館高田二丁目地区
配水管布設替補償工
事

配水管布設替工
不断水割T字管工　N=3箇
所
不断水簡易弁　N=4箇所
仮設管（30日）　N=1式

10,262,160円 平成 年 月 日

H25栗下（築）7-205号
県道築館栗駒公園線
下水道枝線工事

配水管布設工事
配水管布設工
DIP-GX形φ150mm 13,190,040円 平成 年 月 日

栗水上27-301（瀬）号
瀬峰坂ノ下浦地区配
水管布設替工事

配水管布設替工
PEφ150mm L=135.1m 7,449,840円 平成 年 月 日

栗水上27-302（高）号
高清水大沢地区配水
管布設工事

配水管布設工
PEφ100mm　L=162.0m
DIPφ100mm　L=12.6m

6,943,320円 平成 年 月 日

栗水上27-303（若）号
若柳川南南大通地区
消火栓設置工事

消火栓設置
地上式消火栓設置　N=1基
防護柵設置　1式

1,299,240円 平成 年 月 日

栗水上27-304（築）号
県道河南築館線配水
管布設替工事

石綿セメント管更新工事
施工延長　L=301.28m
PEφ150　L=271.40m
保温付二重管布設（SUS150A）

伏越し工　N=2箇所
給水接続工　N=7箇所

17,783,280円 平成 年 月 日

栗水上27-305（瀬）号
市道陽岩寺線ほか舗
装本復旧工事

舗装復旧　L=685.5m
表層工 再生密粒度
As20 t=5cm　A=1,415.0㎡
表層工 再生細粒度
As13 t=3cm　A=364.0㎡

7,809,480円 平成 年 月 日

栗水上27-306（瀬）号
瀬峰清水沢ポンプ場
加圧ポンプ増設工事

直結ブースター型自動給
水装置
ﾊﾞﾚﾙﾄﾞﾓｰﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ　１基
圧力タンク　10L　1基
動力制御盤　1式

2,700,000円 平成 年 月 日

栗水上27-307（瀬）号
瀬峰西原ポンプ場ネッ
トフェンス設置工事

西原ポンプ場ネットフェンス
設置
メッシュフェンス　L=24.4m
同上片開き門扉　1基

756,000円 平成 年 月 日

着 工 年 月 日

平成 年 月 日

平 成 年 月 日

平 成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
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事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

栗水上27-308（栗）号
県道中田栗駒線配水
管布設替補償工事（そ
の1）

配水管布設替工
仮設配水管工　L=135.3m
ｽﾃﾝﾚｽ鋼管ﾚﾝﾀﾙ資材φ80A

ｽﾃﾝﾚｽ鋼管ﾚﾝﾀﾙ資材φ50A

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管φ50m/m　L=12.5m

2,484,000円
平成 年 月 日
（ 竣 工 予 定 ）

栗水上27-309（瀬）号
瀬峰大里地区仮設配
水管布設工事

仮設配水管布設工事
仮設配水管布設φ100 1,944,000円

平成 年 月 日
（ 竣 工 予 定 ）

栗水上27-310（若）号
若柳川南新山地区消
火栓交換工事

消火栓設置
地下式消火栓設置　N=1基 1,749,600円 平成 年 月 日

栗水上27-311（築）号
県道築館栗駒公園線
配水管布設替補償工
事

配水管布設替工
施工延長　L=105.2m
DIPφ150mm　L=105.2m

9,936,000円
平成 年 月 日
（ 竣 工 予 定 ）

栗水上27-312（高）号
高清水横手地区配水
管布設替工事

配水管布設替工
DIPφ200mm　L=216.2m 11,664,000円

平成 年 月 日
（ 竣 工 予 定 ）

106,151,040円

（２）改良工事（機械備品等）の概況

金 額

栗原市水道水質検査センター 34,560,000円

（３）保存工事の概況

事 業 名 施 工 内 容 事 業 費 竣 工 年 月 日

市道泉谷線舗装修繕 舗装修繕 N=1式 302,400円 平成 年 月 日

市道大林線他舗装修
繕

舗装修繕 N=1式 255,960円 平成 年 月 日

市道鳴子線舗装修繕 舗装修繕 N=1式 169,560円 平成 年 月 日

市道宮野姫松線段差
修繕

舗装修繕 N=1式 90,720円 平成 年 月 日

市道萩沢線歩道内舗
装修繕

舗装修繕 N=1式 191,160円 平成 年 月 日

川北下袋東地内舗装
修繕

舗装修繕 N=1式 276,480円 平成 年 月 日

1,286,280円合　　　　　　計合　　　　　　計

品 名

高速液体クロマトグラフ質量分析計

設 置 場 所 数量

一式

合　　　　　　計

着 工 年 月 日

平成 年 月 日

平 成 年 月 日

平 成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平 成 年 月 日

着 工 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

－419－



３．業　　務

（１）業　　務　　量

％

％

％

％

％

％

％

（２）事業収入に関する事項

％

％

1．給水収益 ％

2．受託工事収益 － ％

3．その他の営業収益 ％

％

％

2．他会計補助金 ％

3．長期前受金戻入 ％

4．雑収益 ％

1．過年度損益修正益

2．その他特別利益

　　２　営業外収益

比　　率　　　　増　　　減　　　　

１．年度末給水人口

㎥㎥

戸

㎥㎥

△ 45,581

皆増

人

戸

(単位　円）

㎥

％

△ 123,819

区　　　　　　分

栗原市水道事業

本年度 前年度
増減 比較

対前年度

㎥

前年度

２．年度末給水戸数

３．年間配水量

４．年間有収水量

６．一日平均配水量

㎥

％

1．受取利息及び配当金

　　３　特別利益 皆増

皆増

㎥

△ 278 人

戸

％

㎥

△ 10,824,424

７．県水受水量

　　１　営業収益

科　　　　　　目

㎥

本年度
比　　　　　　較

△ 0.6

△ 2.1

△ 1.0

－

△ 2.3△ 383㎥

人

水道事業収益

㎥

５．有収率
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（３）事業費用に関する事項

％

　　１　営業費用 ％

1．原水及び浄水費　 ％

2．配水及び給水費 ％

3．受託工事費 － ％

4．総係費 ％

5．減価償却費 ％

6．資産減耗費 ％

％

％

－ ％

3．雑支出 ％

　　３　特別損失 ％

1．臨時損失 ％

2．過年度損益修正損 ％

　　２　営業外費用

比　　　　　　　　　　　較

(単位　円）

比　　率

2．消費税及び地方消費税

1．支払利息及び企業債取扱諸費

△ 9,787,636

△ 4,273,848

△ 9,001,953

△ 1,042,628

△ 26,321,911

科　　　　　　目 本年度 前年度

水道事業費用 △ 11,245,723

　　　　増　　　　減　　　　

△ 16,534,275

△ 10,044,581
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（３）事業費用に関する事項

％

　　１　営業費用 ％

1．原水及び浄水費　 ％

2．配水及び給水費 ％

3．受託工事費 － ％

4．総係費 ％

5．減価償却費 ％

6．資産減耗費 ％

％

％

－ ％

3．雑支出 ％

　　３　特別損失 ％

1．臨時損失 ％

2．過年度損益修正損 ％

　　２　営業外費用

比　　　　　　　　　　　較

(単位　円）

比　　率

2．消費税及び地方消費税

1．支払利息及び企業債取扱諸費

△ 9,787,636

△ 4,273,848

△ 9,001,953

△ 1,042,628

△ 26,321,911

科　　　　　　目 本年度 前年度

水道事業費用 △ 11,245,723

　　　　増　　　　減　　　　

△ 16,534,275

△ 10,044,581

会　　　　　　　計

（１） 企業債及び一時借入金の概況

①企業債（固定負債）

②一時借入金

③企業債（流動負債）

(２) その他会計経理に関する重要事項

①資本金

②流動資産

（ア）現金預金

（イ）未収金

（ウ）貸倒引当金

（エ）貯蔵品

（オ）前払金

備　　　　考前年度末残高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 本 年 度 末 残 高

合 計

そ の 他 未 収 金 一般会計補助金等

科 目 金 額 備 考

備考

給 水 収 益

備考当 期 減 少 額

期 末 残 高

営 業 外 未 収 金 行政財産使用料

水道料金

督促手数料外

４．

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

期 末 残 高

その他の営業収益

当 座 預 金

現 金

定 期 預 金

合 計

合 計

普 通 預 金

組 入 資 本 金

種 別 当 期 増 加 額

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

前 期 繰 越 額

科 目 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

科 目 前 期 繰 越 額

期 末 残 高

当 期 減 少 額 期 末 残 高

本年度末残高前年度末残高

備考

備考

本年度借入高 本年度償還額

当 期 減 少 額

当 期 増 加 額

期 末 残 高 備考

原 材 料

種 別 前 期 繰 越 額

その他貯蔵品

量 水 器

種 別

前 払 金

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額

　　　　（単位　円）

合 計

期 末 残 高 備考当 期 減 少 額

　　　　（単位　円）

（単位　円）

　　　　（単位　円）

　　　　（単位　円）

　　　　（単位　円）

　　　　（単位　円）

　　　　（単位　円）

　　　　（単位　円）

当 期 増 加 額
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③流動負債

（ア）未払金 （単位　円）

１．原水及び浄水費

２．配水及び給水費

３．総係費

４．消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税

５．その他未払金

（イ）前受金 （単位　円）

（ウ）引当金 （単位　円）

（エ）その他流動負債 （単位　円）

その他流動負債

④繰延収益

（ア）長期前受金 （単位　円）

（イ）収益化累計額 （単位　円）

⑤不課税収入の使途について

備　　　　　　考

浄水場管理委託料外

水道施設台帳作成業務委託料外

メーター検針委託料外

下水道料金等預り金外

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

金　　　　　　額科　　　　　目

合　　　　　　　　計

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備　　考

前 受 金

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備　　考

預り担保金

賞 与 等 引 当 金

期 末 残 高

備　　　 考

備　　　 考

（ア）他会計負担金 153,000円については、委託料（課税仕入れ）に 153,000円（特定収入）を充当した。

（イ）他会計補助金 47,612,000円については、児童手当として職員給与費に 2,900,000円（特定収入以外
　　）、基礎年金拠出金として法定福利費に 3,703,000円（特定収入以外）、簡易水道事業債等利子償還
　　分として企業債償還利息に 41,009,000円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

（ウ）その他雑収益の不課税収入 873,665円のうち花山ダム利水者負担金精算金 132,200円及び貸倒引当
　　金戻入額 240,305円は特定収入以外である。
　　　そのほか 501,160円のうち消費税及び地方消費税還付加算金として、企業債利息に 19,400円（特定
    収入以外）を、公有建物災害共済金として、修繕費（課税仕入れ）に 475,200円（特定収入）を、公
    有自動車損害共済解約返戻金として、企業債償還利息に 6,560円（特定収入以外）をそれぞれ充当し
    た。

（エ）その他特別利益 2,700,000円については、一般会計補助金として、委託料（課税仕入れ）に
　　2,700,000円（特定収入）を充当した。

（オ）他会計出資金 60,847,000円については、企業債償還元金に 43,339,000円（特定収入以外）、工事
　　請負費に 17,508,000円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

（カ）その他負担金中、工事負担金 30,274,275円については、建設改良費に要する経費として、工事請負
    費（課税仕入れ）に 30,274,275円（特定収入）を充当した。

（キ）その他負担金中、他会計負担金 24,821,640円については、消火栓に要する経費として、工事請負費
    （課税仕入れ）に 3,048,840円（特定収入）、機械備品購入費（課税仕入れ）に 21,772,800円（特定
    収入）をそれぞれ充当した。

科　　　　　目 金　　　　　　額 備　　　　　　考
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③流動負債

（ア）未払金 （単位　円）

１．原水及び浄水費

２．配水及び給水費

３．総係費

４．消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税

５．その他未払金

（イ）前受金 （単位　円）

（ウ）引当金 （単位　円）

（エ）その他流動負債 （単位　円）

その他流動負債

④繰延収益

（ア）長期前受金 （単位　円）

（イ）収益化累計額 （単位　円）

⑤不課税収入の使途について

備　　　　　　考

浄水場管理委託料外

水道施設台帳作成業務委託料外

メーター検針委託料外

下水道料金等預り金外

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

金　　　　　　額科　　　　　目

合　　　　　　　　計

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備　　考

前 受 金

前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高

種 別 前 期 繰 越 額 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 備　　考

預り担保金

賞 与 等 引 当 金

期 末 残 高

備　　　 考

備　　　 考

（ア）他会計負担金 153,000円については、委託料（課税仕入れ）に 153,000円（特定収入）を充当した。

（イ）他会計補助金 47,612,000円については、児童手当として職員給与費に 2,900,000円（特定収入以外
　　）、基礎年金拠出金として法定福利費に 3,703,000円（特定収入以外）、簡易水道事業債等利子償還
　　分として企業債償還利息に 41,009,000円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

（ウ）その他雑収益の不課税収入 873,665円のうち花山ダム利水者負担金精算金 132,200円及び貸倒引当
　　金戻入額 240,305円は特定収入以外である。
　　　そのほか 501,160円のうち消費税及び地方消費税還付加算金として、企業債利息に 19,400円（特定
    収入以外）を、公有建物災害共済金として、修繕費（課税仕入れ）に 475,200円（特定収入）を、公
    有自動車損害共済解約返戻金として、企業債償還利息に 6,560円（特定収入以外）をそれぞれ充当し
    た。

（エ）その他特別利益 2,700,000円については、一般会計補助金として、委託料（課税仕入れ）に
　　2,700,000円（特定収入）を充当した。

（オ）他会計出資金 60,847,000円については、企業債償還元金に 43,339,000円（特定収入以外）、工事
　　請負費に 17,508,000円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

（カ）その他負担金中、工事負担金 30,274,275円については、建設改良費に要する経費として、工事請負
    費（課税仕入れ）に 30,274,275円（特定収入）を充当した。

（キ）その他負担金中、他会計負担金 24,821,640円については、消火栓に要する経費として、工事請負費
    （課税仕入れ）に 3,048,840円（特定収入）、機械備品購入費（課税仕入れ）に 21,772,800円（特定
    収入）をそれぞれ充当した。

科　　　　　目 金　　　　　　額 備　　　　　　考

（単位　円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 914,425

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ 146,921,251

受取利息及び受取配当金 △ 783,610

支払利息

固定資産除却費

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △ 1,969,496

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他の流動資産の増減額（△は増加）

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 16,900,000

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 137,766,402

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 116,064,610

国庫補助金等による収入

その他建設改良費等の財源に充てるための収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 50,189,444

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 390,678,028

一般会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 347,339,028

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

平成２７年度栗原市水道事業キャッシュ・フロー計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
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１  収　益 消費税及び地方消費税を除 く    (単位　円）

若柳

栗駒

志波姫

瀬峰

高清水

材料検査手数料

工事検査手数料
給水装置工事事業者指定
手数料

督促手数料等

下水道使用料事務経費委
託金
農業集落排水事業使用料
事務経費委託金
合併処理浄化槽使用料事
務経費委託金

一般会計負担金

特別会計委託金

補 助 金 等 分 長期前受金戻入

長期前受金
戻 入

水道事業収益

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目 節 金　　　額 備　　　　考

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金
築館

そ の 他 の
営 業 収 益

手 数 料
設計審査手数料

水質検査経費委託金

雑 収 益 下水道使用水量検針事務経費

営 業 外
収 益

受 取 利 息
及び配当金

預 金 利 息 預金利息

他 会 計
補 助 金

他 会 計 補 助 金 一般会計補助金

雑 収 益

不 用 品
売 却 収 益

不用品売却代金

他 会 計 負 担 金
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（単位　円）

水道用地電柱使用料

消費税関係雑収益

建物災害共済金

貸倒引当金戻入
その他雑収益

そ の 他 雑 収 益

その他特別利益 一般会計補助金

その他特別
利 益

款 項 目 節 金　　　額 備　　　　考

花山ダム利水者負担金精
算金

過 年 度 損
益 修 正 益

消費税及び地方消費税還
付加算金

過 年 度 損 益
修 正 益

過年度分水道使用料

特 別 利 益

収 入 合 計
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２ 費　用 消費税及び地方消費税を除く    （単位　円）

水質検査機器保守委託料

浄水場等管理業務委託料
警備委託料

電気保安業務委託料
機械計装設備等保守点検
委託料
汚泥処理業務委託料

浄化槽管理業務委託料

消防設備点検業務委託料

活性炭注入業務委託料

除雪作業業務委託料

浄水施設等環境整備業務
委託料

賃 借 料
水道施設用地賃借料
浄水場緊急通報システム
使用料
ＦＡＸリース料

栗原市・大崎市送水業務
負担金

手 数 料

修 繕 費

款 項 目 節 金　　　額

光 熱 水 費

備　　　　考

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 及 び
浄 水 費

備 消 耗 品 費 備消耗品費

燃 料 費 燃料費

通 信 運 搬 費 電話料等

委 託 料
水質検査業務委託料

腸内細菌検査手数料

機械及び装置等修繕料

動 力 費 浄水施設等動力費

負 担 金
花山ダム管理費負担金

薬 品 費 凝集剤及び滅菌薬品等

材 料 費

受 水 費 県大崎広域水道受水費
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（単位　円）

職員給料

時間外勤務手当

その他手当

共済組合負担金

退職手当組合負担金

水道メーター交換業務委
託料

漏水調査業務委託料
水道施設運転管理業務委
託料

緊急給水業務委託料
配水施設等環境整備業務
委託料
加圧ポンプ等保守点検委
託料

職員給料

時間外勤務手当

その他手当

通信運搬費

賞与等引当金
繰 入 額

備　　　　考

配 水 及 び
給 水 費

款 項 目 節 金　　　額

給 料
予算額　12,661,000円

予算額　7,539,000円
手 当

法定福利費
予算額　3,933,000円

退職給付費
予算額　3,263,000円

備消耗品費 備消耗品費

燃 料 費 燃料費

水道施設警報装置等通信費

委 託 料
水道台帳整備委託料

賃 借 料 水道施設用地賃借料

修 繕 費

路面復旧費 配水施設修繕に伴う路面復旧費

配水施設等修繕料

動 力 費 配水施設動力費

材 料 費 配水管補修材料費

雑 費

予算額　1,913,000円
賞与引当金繰入額

受 託
工 事 費

総 係 費

手 当
予算額　27,026,000円

給 料
予算額　53,803,000円
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（単位　円）

予算額　1,770,000円

臨時職員賃金

共済組合負担金等

退職手当組合負担金

電話料

郵便料

水道料金システム用付属
機器保守点検業務委託料

止水栓開閉栓業務委託料

納付書印刷等業務委託料

コンビニ収納取扱手数料

タイヤ交換手数料

積算システム賃借料

自動車賃借料
水道料金システム用付属
機器等賃借料
有料道路通行料
コンビニ収納システム基本
使用料
コピー等使用料

賃 金

公 課 費 自動車重量税

水道メーター検針業務委
託料

委 託 料

手 数 料
水道使用料口座振替手数
料

退職給付費

法定福利費
予算額　17,230,000円

款 項 目 節 金　　　額 備　　　　考

予算額　13,890,000円

旅 費 普通旅費

備消耗品費 備消耗品費

燃 料 費 燃料費

光 熱 水 費 光熱水費

報 償 費 水道使用料完納奨励金

印刷製本費 印刷製本費

通信運搬費

修 繕 費

賃 借 料

雑 費 ＮＨＫ放送受信料

公用車修繕料

会費負担金 日本水道協会負担金

その他負担金 研修会等参加負担金

保 険 料 火災保険料等
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（単位　円）

水道施設解体設計業務委
託料
水道施設解体工事費

取水口土砂撤去業務委託
料
災害復旧工事費

放射能検査手数料

賞与等引当金
繰 入 額

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

過年度分水道使用料還付金

臨 時 損 失

備　　　　考

厚 生 福 利 費

款 項 目 節 金　　　額

減 価
償 却 費

予算額　8,148,000円
賞与引当金繰入額

各種検診料

有形固定資産
減 価 償 却 費

有形固定資産減価償却費

資 産
減 耗 費

無形固定資産
減 価 償 却 費

無形固定資産減価償却費

営 業 外
費 用

固 定 資 産
除 却 費

布設替配水管等除却費

た な 卸 資 産
減 耗 費

借 入 金 利 息

消費税及び
地方消費税

企 業 債 利 息 企業債償還利子

支 払 利 息
及 び 企 業
債 取 扱
諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

特 別 損 失

雑 支 出

その他雑支出 消費税関係雑支出

臨 時 損 失

災害による損失
汚泥処理業務委託料（放
射能分）

緊急連絡管（仮設管）布設
設計業務委託料

過 年 度 損
益 修 正 損

過 年 度 損 益
修 正 損

費 用 合 計
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有 形 固 定 資 産 明 細 書

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

累　　　計

土 地

立 木

建 物

構 築 物

機械及び
装 置

車両及び
運 搬 具

工具器具
及び備品

建 設
仮 勘 定

合 計

無 形 固 定 資 産 明 細 書

当 年 度
減 少 額

当 年 度
減価償却高

年 度 末
現 在 高

電 話 加 入 権

ダ ム 使 用 権

備　　　　　　　考
当 年 度
増 加 額

年度当初
現 在 高

（単位　円）

年 度 当 初 の
現 在 高

当 年 度
増 加 額

資産の
種　　類

減価償却累計額

（単位　円）

年 度 末 償 却
未 済 高

合　　　　　計

資 産 の 種 類

施 設 利 用 権

年度末現在高
当 年 度
減 少 額
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企 　　業 　　債　　明　　 細　　 書

（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償 還 高 累 計
（％）

昭和 年度 政府債 昭和 年 月 日 平成30年3月

昭和 年度 政府債 平成元年 月 日 平成31年3月

平成元年度 政府債 平成元年 月 日 平成31年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成35年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成35年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 公庫債 平 成 年 月 日 平成34年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 公庫債 平 成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 公庫債 平 成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 公庫債 平 成 年 月 日 平成36年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平 成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平 成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 公庫債 平 成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 公庫債 平 成 年 月 日 平成37年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成39年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成37年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月
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発 行 年 月 日 発 行 総 額 償還終期 備 考

償　　　還　　　高

未 償 還 残 高種 類
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償還高累計
（％）

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成38年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成40年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成39年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成40年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月
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備 考未 償 還 残 高 償還終期発 行 年 月 日
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償還高累計
（％）

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成43年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成41年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成42年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成44年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償還高累計
（％）

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成43年9月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成45年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成44年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月 ※

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月 ※
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償　　　還　　　高

未 償 還 残 高発 行 総 額 償還終期
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償還高累計
（％）

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月 ※

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成45年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成48年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月
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種 類 未 償 還 残 高発 行 年 月 日 発 行 総 額

償　　　還　　　高

償還終期 備 考
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償還高累計
（％）

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成46年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成30年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成30年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月
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未 償 還 残 高種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額
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（単位　円）

利
率

当 年 度
償 還 高

償還高累計
（％）

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成47年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年9月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成49年9月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成32年3月 借換債

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成32年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成50年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 公庫債 平成 年 月 日 平成48年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月

平成 年度 政府債 平成 年 月 日 平成33年3月
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Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　・減価償却方法　　定額法による
　　　　　・主な耐用年数　　法定耐用年数による
　　（２）無形固定資産
　　　　　・減価償却方法　　定額法による

　３　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は、「栗原市水道事業会計職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚
　　　　書」に基づき、宮城県市町村職員退職手当組合負担金条例第２条第１項及び第３条第１
　　　　項の規定に基づく組合市町村負担金以外の一切を一般会計が負担することになっている
　　　　ため、退職給付引当金は計上していない。
　　（２）賞与等引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、
　　　　当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す
　　　　る額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。
　　（３）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去５年間の不納欠損額の実績により回収
　　　　不能見込額を計上している。

　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理方式によっている。

Ⅱ　貸借対照表等関連

　　企業債の償還に係る他会計の負担
　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還
　　　予定のものも含む。）のうち他会計が負担すると見込まれる額は 667,329,783円である（
　　　平成２７年度に企業債の償還に対して他会計が負担している項目について、平成２７年度
　　　基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定している。)。

Ⅲ　その他の注記

　　引当金の取り崩し
　　（１）賞与等引当金
　　　　　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支
　　　　払いに充てるため、賞与等引当金 9,726,000円を取り崩した。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　当年度において、債権の不納欠損による損失額 674,120円を処理するため、貸倒引当
　　　　金 674,120円を取り崩した。また、貸倒引当金の額が過剰であったため 240,305円を戻
　　　　入処理し、（款）水道事業収益（項）営業外収益（目）雑収益に計上した。
　　　　

注　　　　　　記
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